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1. 一括移転

一括移転の理論的可能性

▶ 貿易は国に利益をもたらすが、ストルパー・サミュエルソン
定理が示すように勝者と敗者を生み出す。

▶ 一括移転（lump sum transfers）とは、政府が利益を得た者
から課税し、損失を被った者へ所得を移転する歪みのない
（nondistorting）手段であると仮定される。

▶ 一括移転を通じて、すべての人々が利益を得るパレート利得
（Pareto gains）を達成することが理論的に可能である。

▶ 自由貿易均衡における消費者 ℎ の予算制約は、価格 (𝑝, 𝑤)
と移転額 𝑅ℎ の下で以下のように表される：

𝑝′𝑐ℎ ≤ 𝑤′𝑣ℎ + 𝑅ℎ (7.2)
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補償のための移転システム
▶ 各個人が自給自足時の選択 (𝑐ℎ

0 , 𝑣ℎ
0 ) を依然として購入可能と

するための移転額 𝑅ℎ は、以下のように設定される：

𝑅ℎ = (𝑝 − 𝑝0)′𝑐ℎ
0 − (𝑤 − 𝑤0)′𝑣ℎ

0 (7.3)

▶ この移転システムは、総政府歳入 (− ∑ 𝑅ℎ) が非負であるこ
とを保証し、自給自足時の利潤がゼロであり、一定規模収穫
の下で自由貿易時の利潤もゼロであるため、政府にコストは
かからない。

▶ 総政府歳入は、自由貿易価格 𝑝 で評価した生産の変化、すな
わち効率性利得に等しい：

−
𝐻

∑
ℎ=1

𝑅ℎ = 𝑝′𝑦 − 𝑝′𝑦0 (7.4’)
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Figure 7.1: 消費者の選択と消費利得
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Figure 7.1: 概要

▶ Figure 7.1は、消費財 𝑐ℎ と要素供給 𝑣ℎ の選択を示してお
り、自給自足均衡は点 A である。

▶ 自由貿易により実質賃金が低下したと仮定し、政府が移転
𝑅/𝑝 を行うと、新しい予算制約線は点 A を通過する。

▶ 個人は点 A を購入可能でありながら、より高い効用をもたら
す点 B を選択する。これは一括移転を用いた場合の消費利得
を示す。
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Figure 7.2: 生産可能性フロンティアと効率性利得
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1. 一括移転

Figure 7.2: 概要

▶ Figure 7.2は、自給自足均衡点 A と自由貿易下の生産点 B を
示す。

▶ 貿易開放により生産は A から B に移動し、自由貿易価格 𝑝
で評価した生産価値 𝑝′𝑦 は 𝑝′𝑦0 を上回る。

▶ 政府が徴収する歳入 (− ∑ 𝑅ℎ) は 𝑝′𝑦 − 𝑝′𝑦0 に等しく、こ
れは生産または効率性利得である。

▶ 一括移転は、個人の詳細な情報が必要であり、人々が虚偽の
報告をするインセンティブ整合性問題があるため、非現実的
な政策である。
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Dixit-Normanのシステム

▶ Dixit and Norman (1980) は、個人の情報が不要な商品税/補
助金システム（commodity and taxes and subsidies）を提案
した。

▶ このシステムでは、生産者には自由貿易価格 (𝑝, 𝑤) を適用
し、消費者には自給自足価格 (𝑝0, 𝑤0) を維持させるために、
財に (𝑝0 − 𝑝)、要素に (𝑤0 − 𝑤) の税/補助金を課す。

▶ 消費者は自給自足時と同じ価格に直面するため、同じ消費選
択を行い、同じ効用水準を達成する。
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2. 商品税と補助金

Dixit-Normanシステムの厚生利得

▶ 政府歳入 𝐺 は、一括移転の総歳入と同一の式で表され、効
率性利得が存在すれば正となる：

𝐺 =
𝐻

∑
ℎ=1

(𝑝0 − 𝑝)′𝑐ℎ
0 −

𝐻
∑
ℎ=1

(𝑤0 − 𝑤)′𝑣ℎ
0 (7.5)

▶ 歳入 𝐺 を人頭補助金として分配することで、すべての消費
者が利益を得るパレート利得が達成される。

▶ ただし、個人が特定の場所や産業への移動費用を持つ場合、
賃金 𝑤 を自給自足水準に固定すると、生産の移動（Aから
B）が妨げられ、効率性利得がゼロになる可能性がある。
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3. 関税の部分的改革

パレート利得を保証する条件
▶ 貿易制限のある状況 0 から 1 への関税改革が補償原理を満
たし、パレート利得を保証するための十分条件は、以下の式
が非負であることである（Grinols and Wong, 1991; Ju and
Krishna, 2000a）：

(𝑝∗0 − 𝑝∗1)′𝑚0 + 𝑡1(𝑚1 − 𝑚0) ≥ 0

▶ 第 1項 (𝑝∗0 − 𝑝∗1)′𝑚0 は、交易条件の変化が厚生に与える影
響を示す。輸入価格が上昇するか輸出価格が低下する場合
（交易条件の悪化）には、この項は負となる。

▶ 第 2項 𝑡1(𝑚1 − 𝑚0) は、最終関税 𝑡1 で評価した輸入の変化
であり、効率性利得を示す。

▶ 小国（世界価格が一定）の場合、効率性効果が非負
（𝑡1(𝑚1 − 𝑚0) ≥ 0）であれば、誰も不利益を被らない。
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4. 地域貿易協定

貿易創出と貿易転換

▶ 地域協定（RTAs）は、GATT第 XXIV条の下で許容される、
特定の国グループ間の特恵的な協定である。

▶ 関税同盟（Customs Union）は、共通外部関税を持ち、自由
貿易地域（Free Trade Area, FTA）は各国が独自の外部関税
を維持する。

▶ Viner (1950) が特定した RTAsの負の側面として、貿易転換
（Trade Diversion）がある。これは、加盟国外の低価格供給
者から、加盟国内の高価格供給者への購買の切り替えであ
り、関税収入の損失と非効率化を引き起こす。
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4. 地域貿易協定

Kemp-Wanの定理と原産地規則

▶ Kemp and Wan (1976) の定理によれば、関税同盟が、世界
価格 𝑝∗ と加盟国外からの総輸入量 𝑥∗ を固定するように共
通外部関税を設定すれば、加盟国は相互移転を通じて誰も不
利益を被らないことが保証される。

▶ Krishna and Panagariya (2002) は、Kemp-Wanの定理を
FTAに拡張し、各参加国が加盟国外の国々との貿易量を改革
前の水準に維持するように外部関税を調整すれば、国内移転
を通じてパレート利得が達成可能であることを示した。

▶ FTAでは、パレート利得を保証するために、外部国が低関税
国を経由して商品を転送する積み替え（transshipment）を
防ぐ必要があり、実際には原産地規則（Rules of Origin,
ROO）が使用される。
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実証結果の概要

▶ 英国の EEC加盟 (Grinols, 1984)：英国は 1973年から 1980
年の間、共通外部関税の採用により交易条件の悪化を経験
し、平均して GDPの約 2%の厚生損失を被ったと推定されて
いる。

▶ MERCOSUR (Chang and Winters, 2002)：MERCOSURへ
の加盟は、ブラジルにとって外部国（米国、日本など）から
の価格低下をもたらし、重要な交易条件の改善につながった。

▶ NAFTA (Caliendo and Parro, 2015)：一般均衡モデルのシ
ミュレーションによると、NAFTAは全体で貿易創出が貿易
転換を上回ったが、カナダは交易条件の悪化と貿易転換の損
失により、全体として損失を被ったと推定された。
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6. 不完全競争と規模の経済

不完全競争下の厚生利得

▶ 不完全競争下では、価格が限界費用を上回るため、貿易開放
がその産業の生産を増加させる場合、厚生が改善されると予
想される。

▶ 費用逓増（Increasing Returns to Scale）が存在する場合、輸
入競争による産業の縮小は平均費用の増加につながり、保護
主義の論拠となり得る（Graham, 1923）。
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6. 不完全競争と規模の経済

Grinolsの定理

▶ Grinols (1991) は、不完全競争または費用逓増に服する産業に
おいて、パレート利得を達成するための十分条件を提示した。

▶ その条件は、それらの産業の生産量の加重平均が拡大するこ
とである：

𝑁
∑
𝑖=1

𝜔𝑖(𝑦1
𝑖 − 𝑦0

𝑖 ) > 0 (7.18)

▶ ここで、ウェイト 𝜔𝑖 は 0 ≤ 𝜔𝑖 ≤ 1 を満たし、完全競争産業
では 𝜔𝑖 = 0 となり、定数規模収穫かつ不完全競争下では価
格に対するマークアップに等しい。
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確認問題 (10 問)

問 1

国際貿易において、政府が利益を得た者から課税し、損失を被っ
た者へ所得を移転することで、すべての人々が利益を得る「パ
レート利得」を達成できると理論上保証される移転の形式はど
れか。

A. 歪みのある商品税/補助金である。

B. 歪みがないと仮定された一括移転である。

C. 効率的な賃金補助金である。

D. 貿易調整支援（TAA）による所得補填である。
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確認問題 (10 問)

問 2

一括移転が現実の政策として採用するのが難しい主要な理由とし
て、Feenstra (2015) が指摘しているのは何か。

A. 総利得が総損失を上回らない場合があるためである。

B. 移転の実施に、各個人の自給自足時の消費と要素供給に関する
詳細な情報が必要であり、インセンティブ整合性問題が生じるた
めである。

C. 自由貿易価格を正確に決定できないためである。

D. 一括移転が必然的に政府財政の赤字を引き起こすためである。
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確認問題 (10 問)

問 3

Dixit and Norman (1980) が提案した商品税/補助金システムが、
一括移転と比較して優れている点は何か。

A. 生産者と消費者の両方に自給自足時の価格を維持させる点で
ある。

B. 貿易競争の結果として、生産点 A から B への移動（効率性利
得）を妨げる要素を排除する点である。

C. 個人の自給自足時の消費量や要素供給量に関する詳細な情報が
不要である点である。

D. 貿易開放後、すべての個人に一律の（人頭）税を課す点である。
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確認問題 (10 問)

問 4

Dixit-Normanの商品税/補助金システムにおいて、貿易開放によ
る厚生の増加をもたらす唯一のメカニズムは何か。

A. 交易条件の改善である。

B. 輸入バラエティの増加による消費利得である。

C. 生産者が自由貿易価格に直面し、生産可能性フロンティア上で
効率的な点に移動することによる効率性利得である。

D. 消費者が自給自足時の消費選択を変更することによる利得で
ある。
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確認問題 (10 問)

問 5

Grinols and Wong (1991) の定理によれば、貿易制限のある状況 0
から別の状況 1 への関税の部分的改革がパレート利得を保証する
ための十分条件（補償原理を満たす条件）は、以下のどの式が非
負であることか。

A. (𝑝1 − 𝑝0)′𝑦0 である。

B. 𝑡0𝑚0 − 𝑡1𝑚1 である。

C. (𝑝∗0 − 𝑝∗1)′𝑚0 + 𝑡1(𝑚1 − 𝑚0) である。

D. 𝑝1𝑦1 − 𝑝0𝑦0 である。
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確認問題 (10 問)

問 6

Viner (1950) が関税同盟の負の側面として特定した現象であり、
加盟国内の国が、加盟国外の低価格供給者から、加盟国内の高価
格供給者に購入先を切り替えることで発生する非効率化を指す用
語は何か。

A. 貿易転換（Trade Diversion）である。

B. 貿易創出（Trade Creation）である。

C. 交易条件の悪化（Terms of Trade Deterioration）である。

D. 多国間抵抗（Multilateral Resistance）である。
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確認問題 (10 問)

問 7

Kemp and Wan (1976) の定理が示す、関税同盟が加盟国に確実に
パレート利得をもたらすための主要な条件は何か。

A. 共通外部関税を完全にゼロにすることである。

B. 加盟国外の国々との貿易を完全に停止することである。

C. 共通外部関税の設定により、世界価格と加盟国外からの総購入
量を改革前の水準に維持することである。

D. すべての加盟国が単一の製品のみを生産することである。
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確認問題 (10 問)

問 8

自由貿易地域（FTA）において、Krishna and Panagariya (2002) の
定理が保証するパレート利得を達成するために、実務上必要とな
る制度的障壁は何か。

A. 共通通貨の使用である。

B. 原産地規則（Rules of Origin, ROO）であり、積み替えを防ぐこ
とである。

C. 外部関税の完全な統一である。

D. 産業への固定費用補助金の提供である。

34



第 7 章「貿易利益と地域協定」
確認問題 (10 問)

問 9

Grinols (1984) による英国の EEC加盟に関する実証研究、および
Caliendo and Parro (2015) による NAFTAに関するシミュレー
ションが、加盟国（英国、カナダ）にとって損失が生じる可能性
を示唆した共通の要因は何か。

A. 国内における独占の増加である。

B. 国内バラエティの減少である。

C. 交易条件の悪化である。

D. 要素価格均等化の失敗である。
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確認問題 (10 問)

問 10

不完全競争と費用逓増が存在する場合、Grinols (1991) の定理に
よれば、貿易によるパレート利得を達成するための十分条件は、
不完全競争に服する産業の生産量がどうなることか。

A. すべての産業の生産量が変化しないことである。

B. すべての産業の平均費用が低下することである。

C. 不完全競争に服する産業の加重平均生産量が拡大することで
ある。

D. 最も非効率な企業が退出することである。
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確認問題 (10 問)

解答

問題番号 解答

問 1 B
問 2 B
問 3 C
問 4 C
問 5 C
問 6 A
問 7 C
問 8 B
問 9 C
問 10 C
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第 7 章「貿易利益と地域協定」
解説

解説
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第 7 章「貿易利益と地域協定」
解説

問 1. パレート利得と一括移転

解答: B. 歪みがないと仮定された一括移転である。

解説: 一括移転は、個人の経済行動を歪ませることなく所得を移
転できると仮定されており、貿易による総利得が総損失を上回る
限り、全員を補償しパレート利得を達成することが理論上可能で
ある。
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第 7 章「貿易利益と地域協定」
解説

問 2. 一括移転の非現実性

解答: B. 移転の実施に、各個人の自給自足時の消費と要素供給に
関する詳細な情報が必要であり、インセンティブ整合性問題が生
じるためである。

解説: 一括移転 (7.3) の計算には、個人の自給自足時の消費・供
給量の情報 𝑐ℎ

0 , 𝑣ℎ
0 が必要であり、この情報を収集しようとする

と、人々はより有利な移転を受けるために虚偽の報告をするイン
センティブが生じる。
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第 7 章「貿易利益と地域協定」
解説

問 3. Dixit-Normanのシステムの特徴

解答: C. 個人の自給自足時の消費量や要素供給量に関する詳細な
情報が不要である点である。

解説: Dixit-Normanのシステムは、必要な情報が財と要素の価格
ベクトルのみであり、一括移転のように個々人の消費・供給量情
報を必要としないため、一括移転より実現可能性が高いとされる。
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第 7 章「貿易利益と地域協定」
解説

問 4. Dixit-Normanシステムにおける厚生の源泉

解答: C. 生産者が自由貿易価格に直面し、生産可能性フロンティ
ア上で効率的な点に移動することによる効率性利得である。

解説: このシステムでは消費者は自給自足時と同じ価格に直面す
るため消費行動は変化せず、厚生の利得は、生産者が自由貿易価
格に直面し、生産がより効率的な点に移動することによって生じ
る効率性利得 (7.5) のみである。
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第 7 章「貿易利益と地域協定」
解説

問 5. 関税の部分的改革における補償条件

解答: C. (𝑝∗0 − 𝑝∗1)′𝑚0 + 𝑡1(𝑚1 − 𝑚0) である。

解説: Grinols and Wong (1991) らの定理によれば、関税改革がパ
レート利得を保証する十分条件は、この政府歳入の剰余を示す式
が非負であることである。第 1項は交易条件効果、第 2項は効率
性効果を測定している。
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第 7 章「貿易利益と地域協定」
解説

問 6. Vinerの特定した負の側面

解答: A. 貿易転換（Trade Diversion）である。

解説: 貿易転換は、輸入国が加盟国外の安価な供給者から、関税
が撤廃された加盟国内の高価な供給者へ切り替えることで、関税
収入の損失と非効率化が生じる現象である。
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第 7 章「貿易利益と地域協定」
解説

問 7. Kemp-Wanの定理の主要な条件

解答: C. 共通外部関税の設定により、世界価格と加盟国外からの
総購入量を改革前の水準に維持することである。

解説: Kemp and Wan (1976) は、関税同盟が世界価格 𝑝∗0 と加盟
国外からの総輸入量 𝑥∗(𝑝∗0) を固定する (7.12) ことで、加盟国外
の国々に不利益を与えず、加盟国加盟国も全体として損失を回避
できることを示した。
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第 7 章「貿易利益と地域協定」
解説

問 8. FTAでパレート利得に必要な制度

解答: B. 原産地規則（Rules of Origin, ROO）であり、積み替え
を防ぐことである。

解説: FTAでは各国が異なる外部関税を持つため、低関税国を経
由した積み替えが発生し、パレート利得を保証するための条件
（加盟国外との貿易量の維持 (7.13)）が侵害される。したがって、
積み替えを防ぐ原産地規則が不可欠である。
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第 7 章「貿易利益と地域協定」
解説

問 9. 貿易協定の損失要因

解答: C. 交易条件の悪化である。

解説: Grinols (1984) は英国が EEC加盟により交易条件の悪化を
経験したと推定し、Caliendo and Parro (2015) はNAFTAによるカ
ナダの損失の主要因が交易条件の悪化であると指摘した。
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第 7 章「貿易利益と地域協定」
解説

問 10. Grinolsの定理によるパレート利得の条件（不完全
競争）

解答: C. 不完全競争に服する産業の加重平均生産量が拡大するこ
とである。

解説: Grinols (1991) は、不完全競争または費用逓増に服する産業
において、その生産量の変化を加重平均したもの∑ 𝜔𝑖(𝑦1

𝑖 − 𝑦0
𝑖 )

が正 (7.18) であることが、パレート利得の十分条件であることを
示した。
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